
１．経営方針

（１）業務環境

　１）福井県内の景気動向

　２）中小企業を取り巻く環境

　県内中小企業者を取り巻く環境は、長引くデフレや円高の進行、価格競争の激化により厳しい状況が続い
ており、県内の企業倒産は前年に比べて増加しています。
　今後、海外経済の減速や為替の動向などにより、経営環境は更に厳しさを増すことが予測され、先行きに
ついては予断を許さない状況にあります。

　福井県内の景気は、繊維や化学など一部で持ち直しの動きがあるものの、海外経済の減速や歴史的円高に
よる輸出環境の悪化などの影響もみられ依然として厳しい状況にあります。
　雇用情勢はこのところ有効求人数の増加が続いており有効求人倍率は１倍を回復しているが、住宅投資は
弱い動きとなっており、公共投資も減少傾向にあります。
　先行きについては、東日本大震災の復旧復興需要の波及が期待されますが、海外経済は不確実性が高く、
長引く円高の更なる進行等による景気の下振れへの懸念が存在しており、その動向を注視する必要がありま
す。

平成２４年度経営計画



（２）業務運営方針

　福井県信用保証協会は、地域社会から信頼される保証協会を目指すため、「企業とともにある保証協会」を
基本姿勢に現場主義による企業訪問を積極的に実施し、中小企業の実情に即した柔軟な対応に努めます。ま
た、国及び地方自治体の施策に即応した政策保証を適正に推進するとともに、中小企業の多様化する資金ニー
ズに金融機関と連携して的確に対応するなど、県内中小企業の円滑な資金供給に努めます。

　期中支援においては、期中管理の強化に努めるとともに、企業訪問等を通して資金繰りや経営に関するアド
バイスなど、継続的なフォローアップを行い、きめ細やかな経営支援を図ります。また、経営改善に積極的に
取り組む企業への再生支援など、金融機関と連携して期中支援の充実に取り組みます。

　求償権回収を取り巻く環境は、長引く景気の低迷から不動産市況は冷え込み、担保処分が長期化し、処分価
格も下落、加えて第三者保証人の非徴求や破産等の法的整理案件の増加等により一段と厳しい状況にありま
す。このような中、回収促進を図るため、担保処分等の早期着手を進めるとともに、無担保求償権の回収強化
など、案件に応じた効果的な回収策を講じます。あわせて、サービサー委託を積極的に活用して回収の 大化
に努めます。

　また、顧客サービスと利便性の向上を図るため、タイムリーな情報発信や積極的な情報公開等の広報活動を
充実させるとともに、企業訪問・現地調査等による職員の目利き能力の向上に努めます。

　さらに、公的保証機関として公共的使命と社会的責任を果たすため、健全で安定した経営基盤の確立に努
め、内部管理体制の充実及びコンプライアンス態勢の着実な実践を通して運営規律の強化を図ります。

　これらを平成２４年度の業務運営上の基本方針とし、次に掲げる重点課題に取り組みます。



２．重点課題

①
②
③
④

①
・
・
・

②
・

③
・
・
・

④
・

複雑化・多様化する資金調達手段に対して適切な助言・提案を行うなど相談業務の充実を図ります。

関係機関との連携強化
中小企業の資金動向等の把握・政策保証の推進および相談業務の充実等を図るため、商工会議所等の関係機関との情報交
換等を実施し、連携強化を図ります。

企業訪問や相談業務等において､「経営診断システム（ＭＳＳ）」を活用して経営アドバイスなどの経営支援を行いま
す。

責任共有に基づく保証推進等のため、金融機関と情報交換等を実施します。

政策保証制度の推進
借換保証や経営安定関連保証等のセーフティネット保証による積極的な資金繰り支援を行うとともに、特定社債保証や創
業関連保証等の利用推進を図るなど、個別企業の実情に即した支援を実施します。

保証制度の多様化への円滑な対応
リスク評価システム（ＣＲＤ）を活用した「簡易審査制」を実施し迅速な対応に努めます。

保証制度の多様化への円滑な対応
関係機関との連携強化

（３）課題解決のための方策
適正保証の推進
企業訪問による実地調査を積極的に実施し、企業の経営実態を把握します。
金融機関と連携して企業の実態に即した的確な保証推進に努めます。

【 保証部門 】
（１）現状認識

県内中小企業を取巻く経営環境は、長引くデフレや円高の進行、価格競争の激化により厳しい状況が続いています。このよ
うな中、引き続き中小企業の資金需要に的確に対応し資金繰りを支援するため、以下の課題について重点的に取り組みま
す。

（２）具体的な課題
適正保証の推進
政策保証制度の推進



（１）現状認識

①

②

①

・

・

②

・

　

・ 早期事故発生案件については、金融機関から状況や管理体制等を確認、事故原因を検証の上、保証審査に活用します。

（３）課題解決のための方策

期中支援の充実・強化

期中管理強化による事故・代位弁済の抑制

延滞先や事故報告先及び条件変更先について、取扱金融機関への照会・企業訪問等により早期の実態把握に努め、督促
や条件変更等による正常化を図ります。
また、大口保証先については、企業訪問の継続により期中管理を強化し、金融機関と連携し中小企業の経営をサポート
します。

【 期中管理部門 】

　中小企業を取り巻く環境は、円高や消費低迷等の影響を受け依然として厳しい状況が続いています。このような中、事
故・代位弁済は高水準で推移することが予想されることから、金融機関及び外部機関と連携し、モニタリングにより早期に
企業の実態把握に努め期中管理の充実・強化を図るとともに、経営改善に取り組む企業を積極的に支援するため、以下の課
題について重点的に取り組みます。

（２）具体的な課題

期中支援の充実・強化

再生支援業務の充実のため、県中小企業再生支援協議会とより一層の連携を強化し、再生企業に対して適切なアドバイ
スを行う等、再生支援への取り組み強化を図ります。

業況報告書を活用し、業況が悪化している先については、決算書を徴求し、金融機関と連携して事業存続や正常な金融
取引を支援するための適切な措置を講じます。
また、大口保証先については、中小企業診断士や外部支援機関を活用し、経営者との面談による企業の現状や実態把握
に努め、「経営診断システム」(ＭＳＳ)や「中小企業再生サポートシステム」(ＣＳＳ)を活用した経営相談や経営支援
に取り組みます。

期中管理強化による事故・代位弁済の抑制
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【 回収部門 】

（１）現状認識

　求償権回収を取り巻く環境は、不動産市況の低迷が続く中、無担保債権・第三者保証人非徴求債権の増加、破産等法的整理の増加
等、一段と厳しさを増しております。こうした状況において、求償権管理を強化し、新規求償権に対する早期着手及び、無担保債権の回
収強化等、案件に即応した効果的な回収策を講じて回収の最大化を図るため、以下の課題について重点的に取り組む必要がありま
す。

（２）具体的な課題

回収目標額の設定・管理

回収の最大化

回収スキルの向上

（３）課題解決のための方策

回収目標額の設定・管理

回収の最大化

担当者毎に回収目標額を設定し、毎月の回収方針会議において進捗管理を行うとともに、個別案件毎の具体的な回収方針の進捗
管理を徹底します。

回収スキルの向上を図るため、弁護士等との研修会を開催します。

新規求償権については、代位弁済見込段階から期中管理部門と連携し関係者との折衝を行うとともに、「企業カルテ」
をもとに案件に即応した回収方針を立てることにより、回収の早期着手に取り組みます。

無担保求償権の回収強化を図るため、現地訪問を基本とした対面交渉による回収強化月間を設けるとともに、月々の延
滞管理の徹底を行い、回収の 大化に努めます。

定期回収先に対し、一括弁済・増額弁済交渉、不定期回収先に対し、定期化交渉や法的措置を踏まえた返済交渉を行
い、定期回収の底上げを図ります。

無担保・実質無担保求償権についてはサービサー委託を活用することで、効率的な回収を図ります。

回収スキルの向上

担保処分については、金融機関や不動産業者等に積極的な担保不動産の情報提供を行い、現状に即した処分価格・需要
動向等の情報収集により早期処分を図り、処分に長期を要する場合には競売申立を行い、任意処分と並行した回収策を
講じます。また、定期・不定期回収先の担保について、被担保債権残高及び所有者の状況等を勘案し、担保処分を含め
た弁済計画とし、交渉の上、適宜担保処分を進めます。



（１）現状認識

（２）具体的な課題

①
②
③
④
⑤
⑥

（３）課題解決のための方策

①
・
・

②
・

③
・
・

④
・

　

保証協会を利用する地域の中小企業の置かれている状況を把握するため、継続的な景況調査を実施します。
人材の育成
企業訪問・現地調査を積極的に行うなど、経営者との面談を通して職員の目利き能力の向上に努めます。
全国信用保証協会連合会等の実施する外部集合研修の受講や職場内研修等を通じて、職員の資質向上とスキルアップを
図ります。

経営基盤の強化
経営環境を支援するため「経営管理システム」を検証し、経営内容の分析・予測対応を充実するための措置を講じま
す。

【 その他間接部門 】

　公的保証機関として、中小企業や関係機関など地域社会から信頼される協会を目指し、公共的使命及び社会的責任を果た
すため、積極的な情報公開や的確な情報発信による広報活動の充実に加え、目利き能力のある人材の育成に努めます。
　また、健全な経営基盤の確立や継続的な業務改善の推進及びコンプライアンス態勢の着実な実践を通して運営規律の強化
を図るため、以下の課題に取り組みます。

広報活動の充実
景況調査の実施

経営基盤の強化
人材の育成

広報活動の充実
顧客サービスと利便性の向上を図るため、機関誌・ホームページを活用しタイムリーな情報の発信に努めます。
経営方針及び経営実態等を公表するなどの情報公開に努めます。
景況調査の実施

コンプライアンスの強化及び顧客情報管理の徹底
業務改善の推進



⑤
・

⑥
・

・

　

【 その他間接部門 】

顧客情報や個人情報の保護を徹底するため、個人データ取扱状況の点検・監査を継続的に実施するとともに、個人情報
保護を含めたコンプライアンスの強化に向け、役職員への周知徹底を図ります。

業務改善の推進
内部検査等を通じてその都度、業務の改善を進めるとともに、業務運営上のリスク管理徹底のため関係マニュアルの見
直しを適宜行います。

コンプライアンスの強化及び顧客情報管理の徹底
コンプライアンス委員会及び同推進担当者会議を定期的に開催し、コンプライアンスの遵守状況や苦情対応処理等を評
価し、必要により業務改善策を講ずるとともに、情報の共有化を図り、コンプライアンスの意識強化を図ります。



３．事業計画

　　　　（単位 ：百万円、％）

金　　額
対前年度
計画比

対前年度
実績見込比

・

積算の根拠(考え方)

263,744

97.4%

93.2%

保証承諾
平成２３年度保証承諾実績見込額等を基に、経営安定
関連保証及び特定社債保証・流動資産担保融資保証等
の各種政策保証を加味し見込みました。

保 証 承 諾

保 証 債 務 残 高

83,200 91.0%

93.1%

・

・

1,376 114.0%

93.0%

98.5%

実際回収
平成２３年１２月末の対債務者残高に対して、回収手
段別に基づく見込額に新規代位弁済見込分の回収見込
額を加味し見込みました。

76.9%

81.6%

95.0%272,118

代位弁済
厳しい経済状況が続く中、先行きも不透明なことから
近年の代位弁済実績を基に、返済緩和債権が増加して
いる影響を考慮し見込みました。

8,077 87.6%

保 証 債 務 平 均 残 高

代 位 弁 済

求 償 権 残 高

実 際 回 収

1,482 91.6%



４．収支計画
　　　　　　（単位：百万円、％）

金　　額
対前年度
計画比

対前年度
実績見込比

保証債務
平残比

経常収入 3,301 95.8% 97.4% 1.21%

保証料 2,567 90.9% 93.4% 0.94%

運用資産収入 157 92.4% 80.5% 0.06%

責任共有負担金 510 133.5% 133.2% 0.19%

その他 67 97.1% 109.8% 0.02%

経常支出 2,412 106.7% 120.1% 0.89%

業務費 794 97.9% 115.6% 0.29%

借入金利息 2 100.0% - 0.00%

信用保険料 1,342 93.0% 101.6% 0.49%

責任共有負担金納付金 269 - - 0.10%

雑支出 5 100.0% 500.0% 0.00%

経常収支差額 889 75.0% 64.5% 0.33%

経常外収入 9,566 101.6% 110.4% 3.52%

・「保証料」については、過年度分の保証債務残高に対する保証料額
を積算し、平成２４年度保証承諾見込額に対する制度別平均保証料率
による保証料額を加味し算出しました。

積算の根拠(考え方)

・「運用資産収入」については、資金運用管理の基本方針に基づき、
安全性と効率性に配慮し見込みました。

・「責任共有負担金」及び「責任共有負担金納付金」については、利
用実績見込（保証債務平均残高及び代位弁済率）に基づき、負担金算
定方式により算出しました。

経常外収入 9,566 101.6% 110.4% 3.52%

償却求償権回収金 263 90.4% 134.2% 0.10%

責任準備金戻入 1,790 92.7% 94.6% 0.66%

求償権償却準備金戻入 498 207.5% 140.3% 0.18%

求償権補てん金戻入 7,015 100.9% 112.8% 2.58%

その他 0 - - 0.00%

経常外支出 10,356 97.9% 107.4% 3.81%

求償権償却 8,203 99.5% 111.6% 3.01%

責任準備金繰入 1,741 93.1% 97.3% 0.64%

求償権償却準備金繰入 406 90.0% 81.5% 0.15%

その他 6 120.0% 200.0% 0.00%

経常外収支差額 -790 - - -0.29%

0 - - 0.00%

0 - - 0.00%

99 73.3% 15.7% 0.04%

49 73.1% 15.6% 0.02%

50 73.5% 15.9% 0.02%

0 - - 0.00%

0 - - 0.00%

収支差額変動準備金取崩額

収支差額変動準備金繰入額

・「求償権補てん金戻入」及び「求償権償却」については、過去の実
績等を考慮し見込みました。

制度改革促進基金取崩額

当 期 収 支 差 額

基 金 取 崩 額

基 金 準 備 金 取 崩 額

基 金 準 備 金 繰 入 額



５．財務計画

（単位：百万円、％） （単位：百万円、％）

金額
対前年度
計画比

対前年度
実績見込比

金額
対前年度
計画比

対前年度
実績見込比

積算の根拠(考え方)

県 0 - - 国からの財政援助 － - -       

市 町 村 0 - - 基金補助金 － - -       

金 融 機 関 等 0 - - 地方公共団体からの財政援助 － - -       

合 計 0 - -
保証料補給
(「保証料」計上分) － - -       

0 - -
保証料補給
(「事務補助金」計上分) － - -

50 73.5% 15.9% 損失補償補填金 － - -       

0 - -
事務補助金
（保証料補給分を除く） － - -基 金 準 備 金 取 崩

基 金 準 備 金 繰 入

基　　金　　取　　崩

金
融
機
関
等
負
担
金

年
度
中
出
え
ん
金
・

・国、地方公共団体の財政援助については、
見通しが不明であります。

・基金準備金繰入等については、収支計画に
基づき計上しました。

（保証料補給分を除く）

基　　　　　金 2,666 100.0% 100.0% 借入金運用益 － - -

基 金 準 備 金 12,982 102.7% 100.4%

合　　計 15,648 102.2% 100.3%

制度改革促進基金造成 － - -

制度改革促進基金取崩 － - -

制度改革促進基金期末残高 0 - - 　

収支差額変動準備金繰入 49 73.1% 15.6%

収支差額変動準備金取崩 0 - -

収支差額変動準備金期末残高 2,408 116.4% 102.1%

期
末
基
本
財
産



６．経営諸比率

（単位：％）

項　　　目 算　　　　　式 比率
対前年度計画比

増減
対前年度

実績見込比増減

保証平均料率 保証料収入／保証債務平均残高 0.94% -0.03% -0.02%

運用資産収入の保証債務平残に対する割合 運用資産収入／保証債務平均残高 0.06% 0.00% -0.01%

経費率 経費【業務費＋雑支出】／保証債務平均残高 0.29% 0.01% 0.05%

（人件費率） 人件費／保証債務平均残高 0.18% 0.01% 0.03%

（物件費率） 物件費【経費－人件費】／保証債務平均残高 0.12% 0.01% 0.03%

信用保険料の保証債務平残に対する割合 信用保険料／保証債務平均残高 0.49% 0.00% 0.03%

支払準備資産保有率 （流動資産－借入金）／保証債務残高 8.51% -0.04% 0.07%

固定比率 事業用不動産／基本財産 0.35% -0.02% -0.01%

基金の基本財産に占める割合 基金／基本財産 17.04% -0.38% -0.05%

6.87% -0.76% -2.30%

1,482

基本財産実際倍率 保証債務残高／基本財産 16.85倍

代位弁済率 代位弁済額(元利計)／保証債務平均残高 2.97% -0.18% 0.11%

回収率 回収(元本)／（期首求償権＋期中代位弁済(元利計）） 3.20% -0.86% 0.61%

（注）１．基本財産とは、決算処理後のものとする。

　　　２．基本財産固定率欄の下段には、計算根拠となる各年度末ごとの求償権残高の実数（単位：百万円）を記入する。

求償権による基本財産固定率 （求償権残高－求償権償却準備金）／基本財産




